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新中期経営計画「イノベーション21」
第三次計画がスタートしました

■ TOP INTERVIEW

　 新中期経営計画「イノベーション 21」第三次計画スタート 1面
■ OFFICER INTERVIEW

　 ステークホルダーへ各事業、各事業会社の強みを発信 2面
■ OFFICER INTERVIEW

　 担当役員に聞く「イノベーション 21」第三次計画 目標達成への戦略 3-6面

■ DAIWABO GROUP TOPICS

　 最新テクノロジーを生かして新たな価値を創造 7-8面
　　 繊維事業／繊維4社共同で「ANEX2018」に出展
　　 ダイワボウ情報システム／「DISわぁるどin北陸かなざわ」を開催
　　 オーエム機械／「第31 回インターフェックスジャパン」に出展Co

nt
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　ダイワボウホールディングスは4月から新しい中期経営計画「イノベーション
21」第三次計画がスタートしました。前中期計画までに確立した収益体制を基盤
に、ITインフラを主軸として生活関連・産業分野での幅広い社会貢献型の経営を
目指します。野上義博社長に新中期経営計画の基本戦略とダイワボウグループが
目指す方向性について語っていただきました。

─前中計を終えて、結果をどのように評価してお
られますか。大きな成果を上げたもの、残された課
題は何でしょうか。
　「イノベーション２１」第二次計画の成果としては、
グループ一丸となって事業基盤を整え、成長戦略を
推し進めた結果、ダイワボウホールディングスとして
過去最高の売上・利益を計上するなど、新たなステー
ジへ一歩前進したと考えております。事業別に見ます
と、ＩＴインフラ流通事業では、ＰＣ市場におけるNo.1
ディストリビューターとしての強みを発揮し、地域密着
営業やローコストオペレーションを基本に、パソコンの
買い替え需要を的確に捉えるとともに、政府が推進
する教育現場でのＩＣＴ（情報技術）化により需要が拡
大する文教市場やモバイル市場での受注獲得に努
め、シェアの維持・拡大を図りました。
　繊維事業では、衛材分野の需要増と国内工場の
増強投資に加え、原燃料の原価低減効果により収益
が拡大する一方、赤字事業からの撤退により、事業
の選択と集中を進めました。
　産業機械事業では、工場の効率化によるコストダ
ウンを図ることで収益力の向上を目指すとともに米国
の販売会社の機能強化に努め、グローバル展開を加
速しました。
　本年４月からスタートさせた中期経営３カ年計画「イ
ノベーション２１」第三次計画においては、第一次計
画から進めてきた成長戦略のもと確立した収益体制
を基盤に、当社グループの新たな基本コンセプトとし
て、「ＩＴインフラを主軸に、生活関連・産業分野での
幅広い社会貢献型の経営を目指す」を掲げ、事業収
益力の一段の拡大と事業領域の創造に取組みます。
また、ステークホルダーを意識したIR活動の拡充を
通じて連結企業価値の向上に努めてまいります。
─ 4月から新しい中期経営計画が始まりました。新
中計の基本戦略と方向性についてお聞かせください。
　新中期経営計画「イノベーション２１」第三次計画で
は、基本方針として「ＩＴインフラ流通事業のさらなる
拡大」「繊維事業および産業機械事業での収益力強
化」「コーポレート戦略推進による連結企業価値向上」
を掲げています。当社グループとしては、これまでの
取組みの進化に重点をおき、マーケットの動向を見

定めるとともに、各事業体が有する優位性を高め、
強みや独自性を活かすことで生まれる新しい価値に
よって、時代の変化に即応した製品やサービスの提
供ができると考えております。
　具体的な取組みとして、ＩＴインフラ流通事業は、地
域密着営業、マルチベンダー、ワンストップサービス
といった強みを活かしつつ、ビジネスパートナーとの
協業体制を強化し、パソコン・モバイルデバイスなど
の端末の販売にこだわるとともに、多様化する顧客
ニーズに対応したネットワーク・仮想化ソフトウェアな
どの高度化商材の拡販に注力するなど、既存事業の
強化・拡大を図ってまいります。また、サブスクリプショ
ン（従量課金等）方式などの新たなビジネスモデル推
進や、働き方改革による業務効率化と生産性向上を
実現する商材の提供など、新たなＩＴ需要の創出に
取組み、情報化社会への発展に貢献してまいります。
　繊維事業は、合繊部門では、中国をはじめとする
アジアでの衛生材料やコスメ関連の旺盛な需要に対
応するため、国内生産体制の一段の強化と高付加
価値商材の展開に加え、インドネシア生産拠点と香
港販売拠点の連携を図ってまいります。また、レーヨ
ン部門では、需要が増大する不織布用途に向けた機
能性・差別化原綿の販売強化と川下戦略の推進によ
る海外市場での製品事業の展開を促進してまいりま
す。さらに、産業資材部門では、東京オリンピックの
開催を見据え、膜材やシートなどを中心とした開発商
材の拡販に注力するとともに、フィルター分野を中心
に戦略商品の市場開拓の加速とアセアン地区におけ
る地産地消ビジネスの拡大を進めてまいります。一方、
衣料製品分野では、機能素材を中心とした独自商材
の商品化を促進し開発提案型の営業強化により国内
外への販売拡大を目指すとともに、ファイバー戦略を
基軸とした開発機能材の活用など新たな事業領域を
創出してまいります。
　産業機械事業については、工作機械部門では、
顧客満足を目指した提案型営業の強化による受注拡
大と、米国や中国における現地販売体制の再構築に
よる海外マーケティング機能の強化を図ってまいりま
す。また、自動機械部門では、省人化を目指した設
備投資意欲の増大に対応するため、ロボットシステム

の活用による生産効率化の提案などソリューションビ
ジネスを推し進めるとともに、国内や中国の展示会の
開催を通じて自社ブランドのさらなる浸透に努めてま
いります。さらに、両部門で市場ニーズに適した戦略
的商品やグループ協業によるＩｏＴやＡＩを活用した付
加価値製品の開発など、新規事業の創造に取組ん
でまいります。
─新中計の実行を通じて目指すもの、実現した
いダイワボウグループの姿はどのようなものですか。
　２０２０年へ向けて新たな潮流が予想されるなか、
世界経済は依然として先行きが不透明であり、経営
環境は予断を許さない状況にあります。グループ体
制の強化を図り、既存事業の拡大と新たなチャレン
ジに邁進し、「イノベーション２１」第三次計画を通して
２０２０年へ向けた変化の波に即応するダイワボウグ
ループを目指します。
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